
（１）

事業評価書（事前・事後）

平成１５年８月

評価対象（事業名） 賃金不払残業の解消に向けた取組の推進

担当部局・課 主管部局・課 労働基準局監督課

関係部局・課

１．事業の内容

(1) 関連する政策体系の施策目標

番号

基本目標 ３ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること

施策目標 １ 労働条件の確保・改善を図ること

Ⅰ 法定労働条件の確保・改善を図ること

(2) 事業の概要

事業内容（新規・一部新規）

１．事業主等に対する自主点検の実施

賃金不払残業の解消等法定労働条件の確保を図るため、自主点検表を活用して、

、 。事業場が法令等を十分理解し 自主的に法定労働条件を遵守できる基盤作りを促す

２．賃金不払残業の解消に向けた周知・啓発活動等の実施

賃金不払残業等に関する無料電話相談の開設等賃金不払残業解消キャンペーン月

間において実施する、賃金不払残業の解消と適正な労働時間管理に向けたキャンペ

ーン活動を実施する。

３．意識調査・研究の実施

企業における労働時間管理の方法等人事労務管理の状況、諸外国の状況等を把握

し、適正な労働時間管理を行うための制度とその運用の在り方等についての研究を

行う。

（ ）予算概算要求額 単位：百万円

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６

１５５－ － － －

(3) 問題分析

①現状分析

現下の厳しい経済情勢を反映し、国会やマスコミにおいて賃金不払残業の問題が

大きくとりあげられており、実際のところ、定期監督等の際に、労働基準法第37条違

（ ） 、 、反 割増賃金の支払 について法違反の是正を指導した件数は 平成11年に1万1千件

平成12年に1万4千件、平成13年に1万6千件（厚生労働省調べ）となっており、急速に



増加している。

②問題点

賃金不払残業は、その性質上、実態の把握が困難であり、監督指導の実施のみで、

その解消を図ることは困難である。

③問題分析

賃金不払残業は、労働基準法に違反するあってはならないものであり、その解消を

。 、 、 、図る必要がある また 現下の厳しい経済情勢にあっては 継続的契約関係のもとで

労働者の方から賃金不払残業の存在について声をあげにくいのが実情である。

④事業の必要性

賃金不払残業は、その性質上、実態の把握が困難であることから、その解消を図る

ためには、的確な監督指導等の実施に加えて、事業場等の自主的取組の促進、周知啓

発活動等の実施が重要である。また、効率的、効果的に賃金不払残業の解消と法定労

働条件の確保を図っていくためには、労使関係者の意識を含めた実態の把握が必要で

ある。

(4) 事業の目標

－目標達成年度

政策効果が発現する時期 実施（平成１６年度）以後随時、効果の発

現が見込まれる。

アウトプット指標 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 目標値/基準値

自主点検表の配布枚数

相談窓口への相談件数

（説明） （モニタリングの方法）

・自主点検表を事業場に配布した枚数 都道府県労働局からの報告による。

・賃金不払残業解消キャンペーン月間中

の相談件数

２．評 価

(1) 必要性

その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）本事業は、労働基準法違反である賃金不払残業の解消を図るものであること

から、行政の関与が必要となるため。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

（理由）本事業は、賃金不払残業の解消と労働基準法の遵守を図るものであることか

ら、労働基準法の施行事務を行っている国が中心となって取り組む必要があるため。

民営化や外部委託の可否 可 否

（理由）調査研究について、賃金不払残業の性格上、労使関係者の意識を含めた実態

を把握するためには、外部委託により行う必要がある。



緊要性の有無 有 無

（理由）賃金不払残業については、労働基準法に違反するあってはならないものであ

り、また、現下の厳しい経済情勢の下で、社会的に問題が顕在化していることから、

早期に実態を把握した上で、より適切な対策を講じ、賃金不払残業の解消と法定労働

条件の確保を図る必要がある。

(2) 有効性

政策効果が発現する経路

自主点検の実施年を通じて、賃金不払残業の解消と法定労働条件の確保を図ること

ができれば、より効率的に、その実現を図ることが可能となる。また、周知啓発活動

の実施は、こうした労使の取組を促すこととなるものと考えられる。さらに、調査研

究の実施を通じてより効率的な対応が可能となる。

その成果として、賃金不払残業の解消と法定労働条件の確保が図られるものと考え

る。

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

、 。従前より的確な監督指導の実施を通じて 賃金不払残業の解消を図ってきたところ

これに加えて、本事業を実施することにより、一層の賃金不払残業の解消が期待でき

る。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

なし

(3) 効率性

手段の適正性

賃金不払残業と法定労働条件の確保を一層推進するためには、労使関係者の意識を

把握した上で、事業場の自主的な取組を促すことが不可欠であることから、本事業の

手段は適正である。

費用と効果の関係に関する評価

本事業は、賃金不払残業の解消と法定労働条件の確保に向けて、事業場の取組を促

すものであり、一度に多くの事業場に対して自主的な改善を促すことができるため、

効率的である。

他の類似事業（他省庁分を含む）がある場合の重複の有無 有 無

（有の場合の整理の考え方）

(4) その他

３．特記事項



①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

なし

②各種政府決定との関係及び遵守状況

なし

③総務省による行政評価・監視等の状況

なし

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）

なし

⑤会計検査院による指摘

なし


